
 

 

 

介護保険法 

（市町村介護保険事業計画） 

第百十七条 市町村は、基本指針に即して、三年を一期とする当該市町村が行う介護保険

事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画（以下「市町村介護保険事業計画」とい

う。）を定めるものとする。 

２ 市町村介護保険事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（略） 

 

老人福祉法 

（市町村老人福祉計画） 

第二十条の八 市町村は、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業（以下「老

人福祉事業」という。）の供給体制の確保に関する計画（以下「市町村老人福祉計画」

という。）を定めるものとする。 

２ 市町村老人福祉計画においては、当該市町村の区域において確保すべき老人福祉事業

の量の目標を定めるものとする。 

３ 市町村老人福祉計画においては、前項の目標のほか、次に掲げる事項について定める

よう努めるものとする。 

一 前項の老人福祉事業の量の確保のための方策に関する事項 

二 老人福祉事業に従事する者の確保及び資質の向上並びにその業務の効率化及び質

の向上のために講ずる都道府県と連携した措置に関する事項 

（略） 

７ 市町村老人福祉計画は、介護保険法第百十七条第一項に規定する市町村介護保険事業

計画と一体のものとして作成されなければならない。 

 

共生社会の実現を推進するための認知症基本法 

（市町村認知症施策推進計画） 

第十三条 市町村（略）は、基本計画（略）を基本とするとともに、当該市町村の実情に

即した市町村認知症施策推進計画（次項及び第三項において「市町村計画」という。）

を策定するよう努めなければならない。 

２ 市町村計画は、社会福祉法第百七条第一項に規定する市町村地域福祉計画、老人福祉

法第二十条の八第一項に規定する市町村老人福祉計画、介護保険法第百十七条第一項

に規定する市町村介護保険事業計画その他の法令の規定による計画であって認知症施

策に関連する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

（略） 

資料３－１ 

 


